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村 木 正 義
IV費 用効果分析についての考察
1岡 ・岸 本 らの 分析 結 果 との 比 較
前 編(第170巻 第5・6号)第 皿 章 で,近 畿6府 県 の ゴ ミ焼 却 施 設 のi口GL"
お よ び 新GL'に 対 す る 対 策 の 費 用 効 果 分 析 を 述 べ た が,そ の 結 果 を,新UL
の 対 策 に つ い て の 岡 ・岸.本 らのの 研 究 と比 較 す る。
新GLの 緊 急 対 策 に 関 し て,岡 ・岸 本 ら は,緊 急 対 応 の 必 要 で あ っ た 全 国
114施設 に つ い て 調 査 し,対 策 に か か っ た す べ て の 費 用 の 年 価 値 を27億8000」7
円(岸 本 他[2000]は 詑 億 円 に 修 正),こ れ に よ り ダ イ オ キ シ ン720g〔 岸 本
他[2000]は900gに 修 正)が 削 減 さ れ,1gを 削 減 す る た め の 費 用 を380万円
(岸本 他[2000ユ は360万円 に.修正)と 算 出 し て い る 。 本 研 究 で は,改 修 と 維 持
管 理 で 対 応 し た4施 設 の ダ イ オ キ シ ン1gを 削 減 す る た め の 年 費 用 を592万 円,
維 持 管 理 の み で 対 応 し た2施 設 の 排 出 削 減 量 を 加 え る と,年 費 用 は407万円 と
な る と算 出 した 。
恒 久 対 策 へ の 対 応 と して,岡 ・岸 本 ら は,恒 久 対 策 に 対 して 対 応 が ま だ 一 部
1)国 が1990年に ダイオキ シン類発生防 止等 ガイ ドライン検討会で とりま とめた,廃 棄物処理 にお
ける1.ダイオキ シン類発 生防止等 ガ イドラ イン1の こと.以 卜.旧GLと略す。
2)199ア年1月 には,国 が提 示 した 「ごみ処理 に係 るダイオ4=シン類発生防1ヒ等 ガ イドラ イン」で,
緊急対策 と恒久対策 とがあ る。(ζみ処 理に係 る ダイ オキ シ ン削 減対策検討会11997』以1・.新
GLと略す,,)
3)岡 は岸 本 との共同研究で,ダ イオキシ ン削減策の経済 的評価 を発 表 してい る 〔岡 口田9田,
[ユ9996])りその後,岸 本他[2000],Kishimotoetat.L20011によ り,分析結果の数値が修止 さ












しか行われてい ない ことと,対 象が1600件を超 えるため,施 設毎 に現状 の排 ガ
ス濃度 と排 ガス濃度基準 とを比 べて,改 修 ・一部改修 ・廃止あ るい は対 策な し
の どの対策が必要か を予測 し,そ の費用 を緊急対策 の実績か ら推 定 し,そ れ ら
を合計 し,含002年まで に総投資額3500億円,年 換 算 費用330億円が必要で あ る
とし,維 持管理費 の増加分150億円/年 とあわせて,年 間総費用 は480億円(岸
本他[200田 は807億円 に修正)に なる と推定 した。さ らにこの費用 に よ リダ
イオキ シン排 ガス濃度が50%になると仮 定 し,各 施設毎 の削減早 を求め合計 し,
ダイオキ シ ン.1800g(岸本他[2000]は2100gに修 正)が 削減 され る と推 定
した。従 って,lgを 削減す るために2600万円(岸 本他[2⑪00]は3800万円 に
修正)の 費用が必 要で ある とい う。一方,本 研 究では,前 述 のよ うに改修 によ
り対応 した場 合,ダ イオキ シン1gを 削減す るため に1億600万円,更 新 によ
り対応 した場 合2億9600万円と算 出 した。廃止 と維持 管理等で対応 した場合 を
加味す る と,ユg削 減す るgに9600万円かか る と分析 した。両研 究の これ ら数
値の差違が生 じた原因は何 か。次 の点 によると考 えら.れる。.
まず,算 出方法の違いがある。各施設 の総費用 の算出で,本 研 究では直接聴
取 した更新 ・改修等の費用 か ら,ダ イオキシ ン対策以外の費用 を差 し引 くこと
によ り求めたの 之対 して,岡 ・岸本 らは排 ガス濃度か ら,予 想 され る対 策を炉
本体 の改造,冷 凍機の改善,集 塵機 の取 り替 え,活 性炭の役人 などの組 み合 わ
せ によ り想定 し,そ れ ら各費用 を緊急対 策の実績か ら推定 してい る点であ る。
また,ダ イオキシ ン排出量の算出では,本 研究で は各施設毎 に,イ ンター ネ7
トで 入手 した排 ガス渋皮 と各県の資料 か ら得 た全焼卸量 と,排 ガス量原単位 と.
の積で求 めた のに対 し,岡 ・岸本 らは ダイオキシ ン排 出量 の算出法,特 に施設,
の焼却量 と排 ガス量原単位 について記載 していないので不明で あるが,排 ガス
濃度が50%になる と仮定 してい る。 このよ うにデー タの取得法,費 用 と削減量
の計算法 が異 な ってお り,こ こに差が生 じる可能性 がある。
次 に,分 析対象地域 の違いがあ る。岡 ・岸本 らは全 国を対象 に し,本 研究で.
は近畿6府 県 に限 ってい る。近畿が全国の約2割 を占めているため,あ る程度
.予 防原則 と費用効.果か らみた ダイオキシ ン排 出削減 策の評価(2)〔161)75
の近似性を期待で きるだろうが,近 畿が全国という母集団のよい標本 となって
いる保証 はない。前編で述べたように施設のとった対策一 改修,廃 止,新
設 ・更新,維 持管理等の種類により,また以下に述べるように,施 設の初回排











対策毎の費用効果比 につ いては前編で記 したが,そ れ以外に次のよ うな点が.
明 らか になで,た。費用効果比 と炉 の形式,施 設の処理能力,排 ガス濃度 な ど雄
設 の特 性 との関係 は,新(.Lの 恒 久対策 を改修で対応 した78施設 につ いて分
析す る と,第3表 の ようにま とめ ることがで きる。そ こか ら次の点を指摘で き
る。
炉形式 で見 る と,排 ガス濃 度10ng/m3以下 の群 と10ng/m3超の群 と も,
全連9,准 連,機 バの順 にダイオキ シン削減のた めの費用 は高 くな る。ただ両
群 を合わせた全例で は,な ぜか准連が全連 よ り安 い。
次 に,施 設 の処 理能力 につい ては,全 例,排 ガス濃度 ユUng/m3以下 の群,
4)ダ イオキシ ンの排ガ ス濃度 は,97年に大部分の施設のデー タが公表されたが,そ れ に含 まれ な
い施設は98年のデー タを初回排 ガス濃度 として用いた。




第3表 ダ イ オ キ シ ン,K削 減 当 た りの 費 用 (単位:百 方ITj)
全 費 用 年費用(10年以上使用)





































































10ng/m3超の群 について 同 じよ うな傾 向がみ られ る。例 えば全例で は,ダ イ
オキ シ ン1g削 減 のための年費用 は,30ト ン以下 の施 設で1億200万円,30ト
ン超 一100トン以 下(30一ユ00トンと略す)の 施設で9900万円,100-3⑪Oトンの施
設で5400万円 と,処 理 能力が大.きくな るほ ど削減 費用 は安 くな る。 しか し,
300トン超 の施 設で は逆 に1億8000万円 と高額 とな る。 この傾向 を明確 にす る
ために,こ の区分 を細分 した場合の費用効 果比 を第.2図に示す。 これ らか ら分
かる ように,施 設 を大型 にすればす るほ ど効率 的だ とは言い難 く,100-300ト
ンあた りに費用.効果比か らみた最適値があ ると言える。
さ らに,改 修前 の排 ガス濃度 については,ダ イオキ シ ン1g削 減のための年
費用 は,俳 ガス濃度3Dng/m3超の施 設で は6600万円,.10-30ng/m3の施 設で.
は1億400万円,5-10ng/m3の施設で は1億4200万円,5ng/m3以下 の施 設で
予防原則 と費用効果か らみた ダイオキ シン排出削減策 の評価(2)(163)77


















ダ イ オ キ シ ン1g削 減 す る 費 用
1
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は2億2100万円と,排 ガス濃度 が高い施設方が削減費用 は安 く,濃 度が低い施
設 ほ ど高 くなってい る。 この効果 は顕著で,炉 形式,施 設処理能力の分析 にお
いて も現れ てお り,10ng/m3以下の群 が10ng/m3超の群よ りす べて高 く,そ
の倍率 は4～9倍 に及んで いる。
次 に,こ れ ら施設 に関す る特性,す なわち運転時間(炉 形 式によ り,.全連24
時間,准 連16時間,機 バ8時 間運転 として計 算),処 理 能力,ご み焼却量,排
ガス濃 度,排 出量,改 修 による排出.削減量,改 修のための年 費用 問め相 関をみ
る。改修で対応 した78施設 について まとめ るとデ第4表 の通 りで あ り,次 の点
が明 らかにな った。
第一に,施 設の処理能力 と焼 却量 との相 関は0.97と非常 に高 く,運 転 時間
と施設 の処理能力あ るいは焼却量 は共に約0.7とやや下が る。焼却すべ きごみ
量 の増加 に伴い,当 然施設の処理 能力 が大 きくな り,ま た,機 バか ら運転 時間
の長い准連に,さ らに全連.と移行 している と言 える。
78(164)第17⊥ 巻 第2号』
第4表 新GLの 恒 久 対 策 を改 修 で 対 応 施 設 の諸 特 性 問 の相 関
施設の諮 性 列1 列2 列3 列4. 列5. 列6 列7 列8 列9 列10
.一一
運 転 時 間 〔列1〕 且.00
処 理 能 力1:列2} o..o1.00
境 卸 量例3} c..650.971.0⑪
初回排ガス濃度 〔列4) O.50一〇.59一〇.58 1.o⑪
改修後の排ガス厳 〔列5〕 一〇.Zl [1.19一〇.20 0.331.00
初 回排 出 軍:〔:列ゆ o.30o」4 D.14o.32
一〇
.14 1,¢D
改修後o排出量例わ 0.26o.49o.51一〇.22 0.23 O.011.00
改修による鰍 量 〔列呂〕 ⑪26 o.oア 1〕.oアo.35一⑪.17 o.99一〇.12 1.00
改修年費用例助 ,、34 ,,540.48一〇.ユ5一〇,齢 0.290』5 o、2呂 ,.00
肖1賦量当た　微 修年賀用 例1U) O.12D.26o.25一CI.32一1〕.02
一9.27 O.1‡ 一〇.2呂 o.鋪 1.αD
第土 に,初 回 ダイオキ シ ン排 出量 は改 修 によ る削 減量 と非常 に高い相 関
.(0.99)を示 してお り,ダ イオキ シンの削 減.量は初 回排 出量 によ って決 って く
ると言え る。さ らに,初 回排 ガス濃度 は初回排 出量 とは相 関は.見られ ないが,
運転時間 ・処 理能力 ・ごみ焼却量 とは負 の相関があ る。 これに,初 回排 ガ ス濃
度 の高い施設は運転時 間の短 い施設(機 バ,あ るい は准連),処 理能力 ・ごみ
焼却量 の小 さな.施設 に多い とい うことを示 してい る。
第 三に,施 設の処理能力あ るいは焼却量 は,改 修後 の排出量 と相関があ り,
また改修 の年費用 とも相関があ る。 しか し相 関係数 は大 き くな く,単 純 には施
設が大型化す ると,改 修 に費用がかさみ,改 修後 の排 出量が増 える とは言い.難
し・o
これ ら改修 で対応.した施設の分析で明 らか にな った点は,表 の提示 は割愛す
るが,恒 久対 策を維持管理等で対応 した111施設 の特性間の相関 にもみ られ る。
これ らの分析 をま とめる と,次 の点 を指摘 で きる。第一に,対 策は,運 転管.
理 ・維持管理 〉改修〉廃止 ・更新 の順で効率的であ る。第二に,初 回排 出量 は
改修 による削減量を決定す る。初 回排 ガス濃度が高い方が削減量は大 きく,費
用 も安 く効率的であ り,炉 形式,ま たは処理能力 によ り分類 した グルー プにお
いて も,こ の傾向 は現れている。従 って,排 ガス濃度 の高い段階で は,運 転管
予防原.財と費用効果からみたダイオキシン排出削減策の評.価(粉(165)79.
理 な ど維持管理で十分削減の効 果を上げ ることがで きる。 さらに,施 設の運転
時 間 ・処理能力(ご み焼却 量)が 増 えれ ば,初 回排 ガス濃度は低 くな るとい う
関係があ る。第=:に,処理 能力 と焼却量 は非常 に関係が深 く,運.転時 間 とも関
係が ある。 ごみ焼 却量 の増加 に伴 い,施 設 の処理能力が大 きくな り,ま た,.機
.バか ら准連 に,准 連か ら.全連 と移行す る と言 える,、施設 の処理能力が大 きくな
る方が費用対効 果は良 くなる傾向が あるが,100～300トンに最適値が あ り,さ




以 上国が90年に出 した旧ULと,97年 に出 した新GLの 評価 を費用効 果分
析 につい て述 べて きた。 旧GLに よ り新 設 され た炉 の排出削減 効.果は,費 用
効果比か ら.見てよい方であ り政策 として評価で きる。ただ,既 設炉については,
旧GLが 出 され た当時の ダイ オキシ ン排 ガ.ス濃度が測 定 され ていなか ったた
め,削 減:効果 を評価 で きていない。
旧GLの 意義の1つ には,研 究促進効 果が あ り,新GLに 向 けての知見 を.
提供 した ことがあ る。ただ ダイオキシ ンあ るいはその前駆体 の測定が 困難で あ
り,各 施設で運 転管理で の試み を評価で きなか ったため,運 転改.善へ は繋が っ
ていない。 もう ユつ の意義 は,将 来規制がかけ られるだろ うとい うアナウ ンス
効 果で,特 に産業系 の排出源 を対策 に向かわせる とい う効果 を発揮 した㌔
新GLに おいて,費 用効果分析 の数字 か らは恒 久対 策 よ り緊急 対策 の方が










は1-5ng/m3以ドを目指 すため,高 排 ガス濃度 の施 設の削減 の方が 低排 ガス
濃度 のそれ よ り効率的であ るとい う事実か ら も肯 ける。 また,ダ イオキ シン汚
'
染 が社会問題化 した時 に新GLが 出された こ とを考 える と,緊 急対策 は説得
力が あった と言 える。近畿では2施 設 を廃止 に追い込み,排 出量削減 に大いに
.寄与 した。 しか し,後 述す るように対策が後 手に回った こ とは否めないが,恒
久対 策での猶予期 間が5年 間であ った こど},あ るいは設定 した基準値 が どう
かは今後評価 され なければ ならない。
国は,ご み処理施設政策 として,施 設の大型化,広 域化 を推進 してい る。新
ULで は,人 口の少い市町村 にあ っては発生す るごみの量 も少 く,全 連続化が
困難 で.あるので,隣 接市町村が連携 して,一 定規模以上 の全連続炉へ の集約化
〔広域化)を 総合 的かつ計画 的に推進 す ることが必要で ある とし,広 域化の メ
リットとして,全 連続炉化 によるダイオキシンの排 出削減,リ サ イクルの推進
と焼却量の削 減,ダ イオキシ ン類 を含有す る焼 却灰 ・飛灰 の処理推進 な どがあ
るといい,実 際施設 の改修 ・更新 には厚生省や府県か ら補助 金等 が出てい る。
そ の補助 率は時期 によ り,そ の施設 の規模,設 置場所(公 害管理 地域 な ど),
厚生省の政策(広 域化 な ど)に よ り決 まる。従 って,こ れ によ り,焼 却施設 の
建設誘導 便 新時期の前倒 し,規 模 の拡大 など〉が成 された と見 ることがで き
る。本分析か らは,間 欠運転 の准連や機 バよ り,全 連の方が効率 的で はあるが,
炉 の処理能力の極端な大型化 は必ず しも効率的で はない ことも明 らかにな った。
特 に施設 の最適規 模 として は,新GLで 嫁 「広域化 にあ たっては,ご み処理
の効率性,発 電の効率性 ・経 済性等 か ら考 えて,全 連続焼却施設 は;ご み焼却
量300トン/口 程 度以上 の規模 とす るこ とが望 ま し く,最 低で も一施 設1⑪Oト
ン/日 程度以 ヒとすべ きで ある」 と言 ってい るが,本 研 究では第2図 につ いて
述 べたよ うに,ダ イオキ シン削 減の効 率的 な施設 の規模 として は100-300トン
7)ヒ ア リングで,5年 間の猶 許期間が短す ぎて,ま だ使 える施設 を廃止 にいな ければならなかっ
た,も っと長 くすべ きだ との意.見があ った。実際 そのためには廃 止にな った施設は5施 設あ り.
その廃止 費用 は約21億円 とな ってい る。
雪i
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であ るよ うで,.300トンを超 え る.と非常 に高価 にな り,効 率 が大 き く落ちる と
い う結果を得ている。 もちろん施設 のスケールはごみ焼 却量 により決 めざ るを
得 ないだろ う し,詳 細 な更なる検討 は必要であ ろうが,効 率的な ダイオキ シン
削減 とい う観点か らは施設 の過大 な大型化 は慎むべ きと言え るであろ う。
ごみ焼却施設での ダイオキシ ン削減策の第..一は,運 転管理 ・維持 管理で あ り,
技 術者 ・作 業者の技術 向上 ・意識 向 ヒであ り,そ れ を引 き出す環境 であ り,誘
導であろ う。 この点 は,前 述 しよ うに運転管理 ・維持管理に よる削減がか な り
あ る とい う点,管 理 の杜撰 さによる能勢 の事故 にみ られ る8}。施設で は,年 に
1pの オーバーホールを行 い,あ る程度の費用 をランニ ングコス トとして掛 け,
炉内の修復 や消耗 品の交換 を行 ってい るので,こ れを効 果的に行 うことで,施
設の性 能を維持 しながら,適 正負荷 による運営,連 続運転 の長期化,定 期測定
の励行な ど施設運営 に努 め,安 定燃焼 の継続に配慮 しつ つ,指 標 による維持管
理 による焼却炉の運転}に 努め るなら多額の費用 を使 うことな くあ る程度 の削.
減がで きる ことを示 している と言える。
2も し予防原則を早期に適用 したら
90年代 に打 たれた削減策 につい ての評価 を行 って きたが,も し予防原則 を早
期 に適用 したら どうだったか について考察す る。
国は90年初 頭,ダ イ オキ シ ン削 減 につ いて本気で取 り組 んだ とは考 え に く
いL%も しこの時点で本腰 を入れ対 策 に取 り組 んで いた ら,す なわち,旧GL
8)能 勢 の事故 によ り,開放式冷却帯が悪い と決めつけられ,関 西地区 に入 っていた同 タ.イブの冷
却塔 が全て密閉式に変え られた。その ため余分 の費 用がかか った と言い,「方式 としてば開放式
の方が いいの だが……」 と言う意見が聞かれた。
9)新GLで は,ダ イオキシ ン排 出削減のた め野施 設運 営 と して,適 正負 荷に よる運営,連 続運
転 の長期化,定 期測定の励行,埋 火の廃rL〔准連 ・機 バの場 合)を,ま た,焼 却炉の運転 に際 し
ては,安 定燃焼 の継続 に配慮 しつつ,燃 焼 温度 ・煙突出 口の一酸化炭 素濃度 ・安定燃焼を指標に
よ り維持管理す るようにと指示 している。
10}国は もとより.厚 生省t,90年初頭 に.ダ イ オキ シン汚染の重大性 を理 解 し,排 出削減策を真
剣 に検 討 した とは思 えない、それは当時の 日本の 評価指 標が100pg/kg/day(脚注11)参照)で
あった ことか らも分か る。
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が出 された90年に予 防原則 を適用 し,社 会経済評価を行 っていた ら,こ の10年
の経過 は大 き く変わ ったで あろ う。予防原則の適用は科学的に不確実 な状況で
なされ るので,多 分 に政 治的決断 に依 るが,以 ドに述べ るよ うな点についての
現状確認がで き,あ る程度 の将来予測があれば,よ り積極的に予 防原則 の適用
を決定す ることがで きたで あろ う。
欧州 の環境先進国で は,90年頃 に耐容1日 摂取量(TDI).1Dを5PS/kgない
しユOpg/kg以下 として規制 していたが,日 本 では100pg/kgを評価 指標 とし
'ていた12〕
、,旧GLで は最高 の技 術で対'応ず る として いたが,TDIを5pg/kg
あるいは10pg/kgと想定 し,排 出削減 に積極 的 に努力すべ きと決定 していた
ら,特 に既設 のごみ焼却施設 に対 し削減努力 を促 した ら,効 率的な結 果を導 き
出せ たで あろ う。それ は,前 述 の新GLを 維持管理等 で対応 した場 合,ほ と
ん.ど費用 を使わず に年70.7gのダイオキ シ ン排 出削 減がで きた とい う実績か
らも明 らかであ る。
代替施策の柱 と して,次 の点 とそれ らの順序が重要であ る。まず,予 防原則
の道 川 を明確 す るこ とであ る。 これ によ り,対 策へ の議 論が始 ま り,情 報 が
オープ ンにな り,費 用効 果分析 もス ター トで き,よ り効率的な施策の選択 が行
われ るだ ろ う。次 に,運 転 管理 ・緯持管理 を促す ことであ る。 これに よ り,運
転管理 ・燃焼管理の研 究が進 み,よ り良い運転 のための工程管理 とその測 定法
が確立 され るであ ろう。さ らにその情報や施設 の事情 にあ った選択肢 が各施設
に遅滞 な く提示 されれば,そ の実現が促 され るだ ろう。 ダイオキ シンの場 合,
運転状況 のモニターが難 し く,改 善の効果 を評価 しに くいので,な るべ く早い
時点で排 が界濃度の測定を義務づ け る必要 もあ る。 ダ.イオキ シ ン測定は高価で








万円の検査 を年3回 測定す ると して54億円であ り,や や大 きめの施設1つ の改
修工事費程 度である。 これ を別 の捉 え方 をす ると,.ソフ ト,ノ ウハ ウ,あ るい
は情報の重要さを強調す ることであ る。ハー ドの整備 が進 んで も,そ の設備 の
機能を引 き出すのは,技 術者 の技量であ り,運 転 管理 ・維持管理で あろ う。
次には,施 設あるいは炉 の稼働年数の伸長 を促 す ことである。施 設の廃止,
更新は他の対 策よ り効率的で はない ので,な るべ くメンテナ ンスに努 め,一 部
改修 に留 め,施 設 の稼働年数 を伸ばす ように促す必 要がある、,それで も対処で
きない場 合初めて,施 設 の改修,そ して,最 後に施設 の更新 をす る とい う順序
が大.切である。
こ.こで上の代替施策 を盛 り込 んだ3っ のケースにつ いて費用効果比 を試算 を
してみ る。近畿 の全 ごみ施設 の90年か ら2000年までに実施 した ダイオキシ ン対
策にかか った総費用は1330億円で,そ れ によ り,累 積削減量 は1365gになる。
ここで,
①90年 に維持管 理等 を義 務づ け92年に達成 させ,さ らに95年に新GLの
緊急対策 を発動す る場合:維 持 管理等では費用 はほ とん どかか らず,緊 急
.対応 の年費用1,1億円が2年 分増 える ことにな るが,こ れ によ り累積 削減
量 を550g増やす ことがで きる。
.② ① に加 え,新GLの 恒 久対 策 を2年 早めて95年か ら実施 す る場合:①
に比 べ総費用 は520億円増 えるが,さ らに39⑪gの削減量 を積み増す こと
がで きる。.
③ ① に加 え,9G年に新GLの 緊急対策 を.発動す る場合1緊 急対 応 の年 費
用.】」億 円の10年間の増 加 はあるが,累 積削減量 を さらに136g増やす こ
とがで きる。
これら3つ のケースは,よ り費用効 果比 の高 い施策 を盛 り込 んだ ものであ.り,
前述 した代替施策 の順序 を考慮 している。ただこれ ら施設で問題 となるのは,
技術 的な対応が ロ」.能か とい う点であろ う。 しか し,施 策 を明確 に し,国 を.挙げ

















化 学物 質汚染 の過去 の事例 は,潜 在的損失が大 きく不 可逆 的であることが懸
念 され,指 摘 された に もかかわ らず,被 害 との因果関係 が不 明で ある として,
対 策が先送 りされたため に甚大 な被害 を引 き起 こした ことを示 している。 ウイ
ングスプ レッド宣言L4,は「.有毒物質の使用 と排 出,資 源の活用,お よび環境 の
物 理的な変化 は,人 の健康 と環境 に影響す る本質的な意 図 しない結果 を及 ぼ し
た。……われわれ は,既 存の環境規制 と他の決定(特 に リス クアセスメ ン トを
13).今回のア ンケー ト聞 き取 り調査で分か った ことだが,何 方所かの担 当者 ぽ高騰す る費用対応 に
悲鳴を ヒげ,ど うにか して費用効果比の良い方法を求めている.さ らにそれ を実践 してい る施設
も出てぎているP
14}1998年,科学 者,学 者,活 動家,弁 護士な ど32名が,ア メ リカの ウィスコンシン州にあ るジ ョ
ンソン財 団本部 ウ ィングスプ レッドに集 まり,予 防原 則の実 行方法 と,実行への障壁 について討
論 し,そ のま とめ と して ウィングス プ レ ッ ド声 明を発 表 した、 〔6u,〃ehn.org/wing.
htmD
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ベース とした)は,十 分 には人の健 康 と環境一 す なわ ち人間が その一部であ
る大 きなシステムー を保 護で きなか った と信 じてい る。」 と指摘 してい るよ
うに,.今までの方法 はナ分 には機能 しなか った。 この ような科学 的に不確実 な
リスクに対 しては,先 ず予 防原則 を適用 し,費 用効 果分析で施策 を選別 し.速
.やか に実施 に移す とい う,予 防原則 ・費用 効果 分析(PP・CEA)法 が有効で
あると考 える。
Fl。mi。g[・996]が,「予防原貝囎 どの レベ ルが受 け入れ られ るカ・とい うガイ
ドライ ンを与 えも しない し,見 積 られた リス クが正確 に評価 された とい う保 証
もしない。強 いバ ージ ョンL5,でさえ,明 らかな決定 ルールを提供 しない」 と言
うよ うに,予 防原則 には限界が ある。 また,こ のPP・CFA法 には,予 防原則
適用の適 否について経済的評価がで きない とい う限界 もあ る。 しか し,予 防原
則対象 リス クに対 し,早.期に対策すべ きとの コシセ ンサ.スがあ る場 合は,本 法
は有効であ り,経 済的に優 れた対策 を選択で き,早 期 に対策を打 て る予見 的政
策 アプローチが ロ∫能 となる。さ らに,予 防原則.を適用す ると,対 策 に関する議
論が対症療法的対策の場合 よ りも早 く始 ま り.情 報や選択肢 を示す ことを要求
す るよ うになるので,研 究や議 論のプロセスが開示 され ることになる。情報開
示 の ドで は,対 症療法的な対応は しに くくな り,合 意形成や被害未然防止が出
来やす くなる。 これ によ り,早 期に対策すべ きとのコ ンセ ンサ スが盛 り上が り,
逆 に,予 防原則 あるい ぼPP・CFA法 の適用を支援 する ことも起 こる。
事 例 として,ダ イ オキシ ンの排出削減策について,費 用効 果分析 によ り,こ
の10年間の施 策を評価 し,よ り効率的 な代替案を提示 した。 ここか らも分か る
よ うに,対 策 をすべ きで,そ の レベ ルが決 まってい るときにa;こ の方法 は極
めて有効であ ると結論 で きる。
15)Fl。mi。,.i・996]は.予防 獺1∫に は.「無 知 を 渚 しい ・」.・クが な ・・こ とだ と仮 定 す る 問 猷 を
すべ きではない」 どい う弱いバー ジョンと,「た とえ必 要以上 に大 きい ことがわか るか も知れな
いが,受 け入れ られない ような環境になる ことを避 ける費用 を作 らなければな らない」 とい う強






〔謝辞〕 本研究を進めるにあたり,終始御指導.御 鞭撻を賜 りました京都大学教授埴
田和弘先生に深 く感謝の意を表 します。
また,情 報提供にご協力頂 きました環境庁 ・厚生省 ・.通魔省,近畿6府 県お
よび業.界の担当者の方々,ま たアンケート調査にご協力下さった市町村あるい
は焼却施設の担当者の方々に,こ の場を借 りて謝意を表 します。
参 考 文 献
岡 敏 弘[1999a]『環境 政 策論 』 岩 波 書 店,178-180ページ。
L1999b]「環 境 政 策 を 評 価 す る一 現 実 は ど ん な 研 究 を求 め て い るか 」
『環 境 経 済 ・政 策 学 会 第1回 研 究 セ ミナ ー』。
環 境 庁,ダ イ オ キ シ ン リス ク評価 検 討 会監 修 「1997]rダイ オキ シ ンの リ.スク評 価 』
中央 法 規 。
環 境 庁 中 央 環 境 審 査 会 環 境 保 健 部 会 ・厚 生 省 生 活 環 境 審 議 会 ・食 品 衛 生 調 査 会
口999]『ダ イ オキ シ ンの耐 容 一H摂 取 量(TDT)に つ い て』。
岸 本 充 生 ・岡 敏 弘 ・吉lrl喜久雄 ・中西 準 子[2000]「一 般 廃 棄 物焼 却 施設 に お け る
ダ.イオ キ シ ン排 出 削 減 対 策 の 費 用 効 果 分析 」 『環 境経 済 ・政 策 学 会2000年大 会 ・
報 告 要 旨集』248-249ベージ。
厚 生 省,生 活 衛 生 局企 画 課生 活 化 学 安 全対.策室 監 修[1997]「化 学物 質 の リス クア セ
ス.メン ト現状 と問題 点1薬 業時 報 社 。
ごみ 処 理 に係 る ダイ オキ シ ン削 減 対 策 検 討 会[1997]『ごみ 処 理 に係 る ダ イオ キ シ ン
類 発 生 防1L等ガ イ ドライ ン.ダ イオ キ シ ン類 削 減 プ ロ グ ラ ム 』1997年1月。
日本 製 紙 連.合会 ダ イ オキ シ ン対 策特 別 委 員 会 「1997]「我 が 「同紙.パルプ 産業 の ダ.イオ
キ シ ン対 策結 果 につ い て」 『紙 パ技 脇 詰 」 第51巻第4号,595-603ペー ジ 。
Fleming,D.[1996]"TheEconomicsofTakingCarc:AnEvaluatiりnofthePre-
cautionaryPrinciple"ThePrecautionaryPrincipleandInterrealionalLaw,eds.
byFreest(.}lle,D.&Hev,E.,TheChallengeofImplemntation,KluwerLawIn・
ternational.
.KishimDto、A.,T.仁〕ka,K.YoshidaandJ.Nakanishi[2〔}01]"CostEffectivenessof
Redoじi【LgDk,xinEmissonfromMunidp且eSolidWasteIncineratorsinJapan,"
E肌!ぽrθη〃`8η如'5δ伊,`(ぞα〃4月 読F,01ρκ}～Vol.35,No.14,PP.2861-2866.
